
１．普通会計における歳入歳出の状況１．普通会計における歳入歳出の状況

＜歳入の状況＞

平成９年度から平成１７年度までの普通会計歳入の推

移は次のとおりとなっています。この中で歳入の根幹をな

す市税収入は年々減少の傾向にあります。

これについては、景気がやや上向きの状況と言われて

いますが、市税収入の５０％以上を占める固定資産税が

地価の下落にともない、３年に一度の評価替えにより今

後も減少することが予想されることから、市税全体での減

少傾向は今後も続くと思われます。

また、三位一体の改革により交付金等の収入の減少

は必至であることから、計画期間中における歳入総額の

増加は期待できません。

これらのことから、滞納処分の強化や納付の利便性向上

などにより市税収納率の向上を最優先に行い、また、新た

な財源の確保や保有資産の売却など現状可能な限りの歳

入を確保していかなければならないと考えています。
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その他 255 213 208 378 397 202 172 201 190

地方債 1,277 3,617 2,617 1,546 1,247 1,282 1,716 1,720 1,143 

諸収入 942 1,223 1,457 1,003 896 609 693 698 589 

繰越金 620 696 865 2,006 498 592 378 509 612 

繰入金 761 2,978 716 1,011 782 6,060 2,536 1,092 1,385 

財産収入・寄付金 143 276 139 183 205 126 131 192 112 

県支出金 536 501 583 485 536 727 975 748 600 

国庫支出金 1,691 2,489 2,621 2,019 1,774 1,633 1,759 1,875 1,676 

使用料・手数料 481 458 501 501 518 504 496 513 487 

分担金・負担金 201 194 205 80 77 63 44 45 49 

地方交付税 530 603 679 713 676 657 615 581 550 

地方特例交付金 169 213 200 199 197 177 135 

特別地方消費税交付金 498 526 474 103 17 7 

地方消費税交付金 128 531 492 507 490 416 446 498 463 

地方譲与税 212 116 126 125 125 127 134 214 291 

地方税 13,785 12,977 13,023 12,036 12,108 11,630 11,084 11,362 10,915 
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① 市税収入

歳入の根幹である市税収入の総額は、平成８年度の１３，８９１百万円をピークに減少しています。この要因としては、景気の低迷や地方

税財政制度の改正を受けてのものです。

個人住民税は、高齢化の一層の伸展による所得の減少、人口の減少にともない納税義務者数が減少していることや数次にわたる減税の

影響などから、平成９年度を起点に大きく減少しています。

法人市民税に関しては、企業業績の不調や法人税率の引下げなどにより、平成８年度から減少しています。

固定資産税については、景気の低迷を受けての地価の下落を反映し、３年に一度の評価替えごとに課税標準額が縮減し、税収が結果的

に落ち込んでいます。平成１７年度決算においては、市税が歳入総額の５６．９％を占めていますが、前年度に比べ３，９％減となっています

が、その要因としては、固定資産税と特別土地保有税の減少があげられます。

また、市税収納率については、本市が観光業を基幹としているため景気の影響を受けやすいことなどから、低位で推移をしていましたが平

成１４年度を境にわずかながら上昇に転じています。しかし、景気の回復傾向は見られるものの、地価の下落や人口の減少などにより依然と

して厳しい状況は続くものと思われます。
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市税収入の推移（各年度決算額）

その他の税 897 824 1,054 653 565 653 885 1,233 921 

別荘等所有税 415 412 416 416 536 537 552 561 555 

入湯税 493 464 439 445 452 429 415 414 422 

都市計画税 1,435 1,405 1,397 1,322 1,331 1,272 1,161 1,143 1,107 

固定資産税 7,110 6,928 6,865 6,580 6,643 6,323 5,836 5,774 5,591 

市民税（法人） 670 641 622 579 578 573 507 519 511 

市民税（個人） 2,765 2,303 2,229 2,040 2,002 1,843 1,727 1,718 1,809 
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13,785 12,977 13,023 12,036 12,108 11,630 11,084 11,362 10,915



② 地方交付税等

地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、それぞれの地域に住む国民に一定の行政サービスを提供できるよう財源の

保障をするためのものです。本市においては、普通交付税の算定上、不交付団体となっています。しかし、その他特別な財政需要があるとい

う見地から、特別交付税が交付されています。

特別交付税は、国の経済対策等を背景にした平成１２年度の７１３百万円をピークに、その後、交付税全体の縮減が図られたために年々

減少しています。

地方譲与税や地方特例交付金などの交付金についても、地方財政制度の改正の影響を受け、今後も縮減の傾向にあります。
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特例交付金 169 213 200 199 196 177 135 

譲与税・交付金 1,081 1,375 1,288 1,105 1,020 741 742 903 933 

特別交付税 530 603 679 713 676 657 615 581 550 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

市税、地方交付税、地方譲与税、交付金などのいわゆる「一般財源」は、平成６年度から平成１７年度まで、年平均１．４％の減で

推移しています。
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③ 市債（地方債）

市債（地方債）とは、一度に多額の出費を必要とする事業の財源確保を図るとともに、その返済を元利償還という形で長期間分割すること

により市の財政負担を平準化し、また、世代間の住民負担を公平にするという役割を果たしています。

この考え方に基づき本市では、新清掃工場（エコプラント姫の沢）の建設や起雲閣の取得整備などの大型施設の建設財源として、また、減税

などによる市税減収分の補てん財源としてピークである平成１０年度では、３６億円を超える市債を発行しました。その後、国の経済対策等が

縮減されたことや財政的見地から公債依存度（歳入総額に占める市債の割合）は下がっています。

市債残高についても、発行額の縮減を反映し平成１３年度をピークに減少しています。
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市債残高 17,994 20,210 21,392 21,493 22,011 21,422 21,259 21,092 20,405 
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＜歳出の状況＞

本市における平成９年度から平成１７年度の普通会計歳出の

推移は次のとおりです。

義務的経費については、人件費・扶助費・公債費で構成されて

いますが、この中で、人件費については、定員の見直しにより職

員給与費が削減された効果により年々減少していますが、生活

保護費に代表される扶助費については、景気低迷を如実に反映

し増加の傾向にあります。また、義務的経費が歳出に占める割

合は、平成１７年度決算で５３．５７％とその負担は大きく、今後

の事業執行に影響を与える状況となっています。

このことから、人件費の抑制については、全事務事業を抜本

的に見直し、事務事業量に見合った定員管理を行うことにより、

職員給与費を縮減していかなければなりません。

扶助費に関しては、市独自で行っている扶助事業の見直しを図

るなどの方策をとらざるを得ない状況となっております。

公債費については、計画的な事業執行による管理を行い、繰り

上げ償還による市債残高の縮減を図るべきと考えています。

そのためには、全事務事業を抜本的に見直すことが最優先で

行われなければ、事務事業に見合った定員管理の適正化の実現

は難しく、また、今後も引き続くと思われる厳しい歳入に見合った

歳出の実現は成し得ないと考えています。

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（百万円）

歳
出
の
推
移

（

各
年
度
決
算
額

）

投資的経費 4,676 8,603 4,370 5,251 2,889 3,971 4,134 2,538 2,066 

繰出金 776 1,246 947 1,181 1,318 1,417 1,378 1,547 1,682 

貸付金 778 1,070 1,081 751 565 334 296 295 224 

投資および出資金 121 111 27 79 79 209 72 8 8 

積立金 232 321 843 287 174 3,641 303 636 499 

補助費等 1,549 1,683 1,679 1,599 1,403 1,172 1,559 1,685 1,500 

維持補修費 163 113 94 94 92 81 121 104 96 

物件費 2,343 2,620 2,549 2,434 2,565 2,652 2,582 2,660 2,640 

公債費 2,199 2,199 2,210 2,200 2,264 2,564 2,513 2,485 2,341 

扶助費 1,720 1,851 2,077 1,780 1,723 1,874 2,040 2,239 2,343 

人件費 6,807 6,716 6,993 6,756 6,882 6,540 5,869 5,615 5,370 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

21,364

26,533

22,870
22,412

19,954

24,455

20,867
19,812

18,769



① 義務的経費

義務的経費とは、歳出のうち支出が義務付けられていて、任意に削減ができない硬直性の極めて強い経費です。義務的経費に分類され

る経費は、職員給与費等の人件費、生活保護費等の扶助費、市債の元利償還金等の公債費です。

人件費については、定員適正化計画の推進による職員数の削減、人事院勧告に基づく給料の減額、諸手当の見直しなどにより、平成１１

年度をピークに減少しています。平成１１年度の人件費の増加要因としては、前年度に比べ退職者が増加したことにともなう、退職手当の増

加です。

扶助費においては、景気の低迷や高齢化の伸展、医療費の増加を反映して、生活保護費や医療助成費などが大きく増加し、平成９年度に

比べ１．３６倍の伸びを見せています。

市債の償還金である公債費は、このところの低金利状態により支払利息は抑制され、また、市債発行額の縮小を受けて減少の傾向にあり

ます。
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公債費 2,199 2,199 2,210 2,200 2,264 2,564 2,513 2,485 2,341 

扶助費 1,720 1,851 2,077 1,780 1,723 1,875 2,040 2,239 2,343 

人件費 6,807 6,716 6,993 6,756 6,882 6,540 5,869 5,615 5,370 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

10,726 10,766 11,280 10,736 10,869 10,979 10,422 10,339 10,054



② 投資的経費

投資的経費とは、道路、橋りょう、公園、学校、公営住宅の建設等社会資本の整備に要する経費であり、その投資効果が長期間にわたっ

て持続する経費です。

投資的経費の推移は次のグラフのとおりでありますが、平成１０年度に前年度と比較して約１．８４倍の増加となりました。これは、主に新

清掃工場（エコプラント姫の沢）建設に係るものであり、当該事業に約４３億円の事業費を支出しました。このエコプラント姫の沢の完成により

平成１１年度においては、前年比５１．１％の減少となりました。

平成１２年度には、マリンスパあたみ整備事業（約９．５億円）や泉小中学校の改築事業などが行われました。

平成１３年度の主な事業は、泉小中学校改築事業（約７．５億円）や熱海駅前自転車駐輪場建設事業などであります。

平成１４年度および平成１５年度では、国際医療福祉大学附属熱海病院施設整備補助金としてそれぞれの年度で１５億円の計３０億円を

支出しています。

平成１６年度および平成１７年度においては、起雲閣を対象としたまちづくり交付金事業が主なものとして挙げられます。
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投資的経費 4,676 8,603 4,370 5,251 2,889 3,971 4,134 2,538 2,066 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

新清掃工場
（エコプラント姫の沢）

を建設

マリンスパあたみ
泉小中学校

整備
国際医療福祉大学
付属熱海病院施設

整備補助
起雲閣整備

（まちづくり交付金）



③ 繰出金

一般会計から他会計への繰出金は、制度上予定されたものと事業への財政支援としてのものに区分することができます。

制度上予定された繰出金とは、他会計で行う事業のうち、その性質上、税等の一般財源を投入することが適当であると考えられる部分に

対する繰出しです。この経費は一般会計に置き換えると義務的経費に準ずるものといえます。

事業への財政支援としての繰出金とは、他会計の経営（収支）状況によって、赤字部分などを税等で補てんするものです。これに関しては

当該会計の効率化・合理化により、可能な限り縮減することが肝心です。しかし、国民健康保険会計の構造的な要因による資金不足は依然

として続いており、一般会計の財政を圧迫しているのが現状です。
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繰出金の推移（各年度決算額）

その他 29 245 48 20 17 14 8 7 9

初島簡易水道 17 15 18 15 17 13 13 13 14

初島下水

介護保険 312 367 404 432 479 491

老人保健医療 280 282 311 273 281 283 318 343 366

国民健康保険 449 705 571 562 636 703 608 703 788

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

775 1,247 948 1,182 1,318 1,417 1,379 1,545 1,668



④ 補助費等

補助費等とは、報償費、役務費、補助金的性格を持つ委託料、負担金・補助金および交付金など多岐にわたっており、このうちの補助金

の支出基準については、地方自治法に「公益上必要がある場合」と定められていますが、非常にあいまいな規定であり、その交付にあたって

は、その効果を十分に検討し、補助金によってどのような効果がもたらされるのかを慎重に検討し実施しなければならないものです。

補助金支出の推移については、次のグラフのとおりですが、平成１３年度および平成１４年に減少している要因としては、下水道会計への

補助金支出が減少したことによるものです。平成１５年度および平成１６年度には、熱海花の博覧会運営費に対する補助が行われたことによ

り増加をしています。
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補助費等の推移（各年度決算額）

補助費等 1,550 1,684 1,679 1,599 1,403 1,172 1,559 1,685 1,500 

下水道事業への補助 692 688 544 621 419 401 381 452 420
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＜基金の状況＞

昭和５０年度末から平成１７年度末までの基金残高の推移については、次のグラフのとおりとなっています。グラフからわかるように、バブ

ル期から多額の積み立てが可能となり、その後、大型整備事業と経済環境の悪化から基金を取り崩し、財政運営を行ってきたことが如実にあ

らわされています。

基金の主な減少要因としては、平成７年度から平成１１年度の間では、退職手当に約１５．１億円、エコプラント姫の沢建設費に約２６．６億

円、観光振興への充当約６．５億円などを取り崩し一般会計への繰入を行いました。平成１２年度から平成１７年度の間では、退職手当に約

２２．５億円、国際医療福祉大学附属熱海病院建設費補助に３０億円、その運営費補助に約９．１億円、財政調整として約１１億円などを取

り崩し一般会計に繰り入れて財政運営を行ってきました。このように、各年度の歳入を補てんするために基金を繰入金として活用してきまし

たが、基金残高の現状から基金充当を念頭に置いた財政運営は、今後困難な状況となっています。

1,170.7
2,039.8

2,761.7

9,053.7

13,237.7

8,610.4

1,924.9

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

（
百
万
円

）

S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17

基金残高の推移（各年度末）



＜財政指標＞

① 実質収支

形式収支（歳入－歳出）から翌年度繰り越すべき財源を控除した決算額。財政運営としては、一定の黒字を出すことが基本とさ

れていますが、実質収支の赤字額が標準財政規模の２０％以上になった場合には、「財政再建団体」となり、市債（地方債）の発行の制限を

受けます。

（実質収支＝形式収支－翌年度に繰り越すべき財源）

（単位：千円）

② 実質単年度収支

単年度収支から実質的な黒字要素（財政調整基金積立金、地方債繰上償還額）や赤字要素（財政調整基金取崩し額）を加減したもので、

当該年度における実質的な収支を把握するための指標。

（実質単年度収支＝単年度収支＋財政調整基金積立金＋地方債繰上償還額－財政調整基金取崩し額）

（単位：千円）

③ 標準財政規模

地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模を示すもの。

（標準財政規模＝標準税収入額等＋普通交付税）

（単位：千円）

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

542,340 418,462 578,816 465,804 572,593 342,496 492,949 567,184 425,324

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

43,961 △339,786 218,138 △282,660 106,885 466,393 △178,864 △114,511 △600,583

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

13,764,500 12,888,839 12,562,975 12,068,536 11,243,345 10,615,305 9,957,785 9,658,691 10,106,323



④ 実質収支比率

実質収支の標準財政規模に対する割合。３～５％が望ましいとされている。

（実質収支比率＝実質収支／標準財政規模×１００（％））

⑤ 基準財政需要額

地方交付税の算定基礎となるもので、各地方公共団体が合理的かつ妥当な水準における行政を行い、または、施設を維持するための財

政需要額を一定の方法によって合理的に算定した額。基準財政需要額が基準財政収入額を超える地方公共団体に対して、その差額（財源

不足）を基本として普通交付税が交付される。

（単位：千円）

⑥ 基準財政収入額

地方交付税の算定に用いるもので、各地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税

収入を一定の方法によって算定した額。客観的なあるべき一般財源収入額としての性格を有するもの。住民税、自動車取得税交付金等の

収入見込みの７５／１００や地方譲与税、交通安全対策特別交付金などで算定される。

（単位：千円）

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

3.9 3.2 4.6 3.9 5.1 3.2 5.0 5.9 4.2

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

7,792,162 7,922,167 8,121,085 8,360,261 8,014,924 7,761,559 7,360,917 7,226,890 7,347,542

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

10,356,198 9,698,762 9,455,203 9,086,087 8,466,571 7,995,191 7,503,966 7,281,280 7,654,935



⑦ 財政力指数

地方公共団体の財政力を示す指標で、基準財政需要額に対する基準財政収入額の割合で、１に近いほど財源に余裕があるとされ、１を

超える団体は、普通交付税の不交付団体となる。

（財政力指数＝基準財政収入額／基準財政需要額（過去３ヵ年平均））

⑧ 経常収支比率

地方公共団体の財政構造の弾力性を判断するための指標で、地方税・普通交付税を中心とする毎年度経常的に収入される一般財源（経

常一般財源）が人件費・扶助費・公債費のように毎年度経常的に支出される経費（経常的経費）にどの程度充当されているかという、経常的

経費に充当された一般財源の経常一般財源に対する割合であり、この数値が高いほど、経常的に歳入される一般財源に余裕がないことを

示している。なお、平成１３年度より算出方法が変更になり、分母に減税補てん債・臨時財政対策債の発行額を加えている。

（経常収支比率＝経常経費充当一般財源／経常一般財源総額＋減税補てん債＋臨時財政対策債×１００（％）

⑨ 公債費比率

公債費の増加が、将来の住民の負担を強いることとなり、かつ、財政構造の弾力性を圧迫することとなることに鑑み、経常一般財源

総額に占める公債費の一般財源所要額の比率をみるもの。１０％を超えないことがよいとされている。

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

81.5 84.2 85.0 88.3 90.7 93.6 88.5 86.4 90.0

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

13.8 14.5 14.9 14.8 15.5 17.7 18.4 19.0 17.5

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

1.322 1.286 1.239 1.158 1.102 1.058 1.035 1.019 1.023



⑩ 公債費負担比率

一般財源総額のうち公債費に充当された一般財源の一般財源総額に対する割合であり、高いほど財政運営の硬直性の高まりを示してい

る。一般的には、財政運営上１５％が警戒ライン、２０％が危険ラインとされています。

⑪ 起債制限比率

公債費（地方債の元利償還金）が財政に及ぼす負担を示す指標。地方税、普通交付税のように使途が特定されておらず、毎年度経常的

に収入される財源のうち、公債費（普通交付税措置されているものを除く）に充当されたものの占める割合で通常前３ヵ年の平均値を使用

します。なお、実質公債費比率が導入されたため、今後、起債制限比率は使われなくなる可能性があります。

２０％（一部の市債は３０％）を超えると、市債の借入が一部制限されます。

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

12.4 12.1 12.7 13.2 13.2 15.3 15.7 14.9 14.5

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

12.0 12.3 12.3 12.5 12.7 13.4 14.3 15.2 15.0

⑫ 実質公債費比率

従来の起債制限比率に一部事務組合の公債費への負担金や公営企業の元利償還金への一般会計からの繰出し等を加え、公債費相当

部分を幅広く捉えるなど、一定の見直しを行った新たな指標です。この数値が２５％を超えると起債の一部が制限される。また、１８％以上と

なる地方公共団体については、地方債の協議制度移行後においても起債にあたり許可が必要となります。数値は、前３ヵ年平均を使用。

平成９年度 平成１０年度 平成１１年度 平成１２年度 平成１３年度 平成１４年度 平成１５年度 平成１６年度 平成１７年度

― ― ― ― ― ― ― ― 16.9



２．特別会計における歳入歳出の状況２．特別会計における歳入歳出の状況

① 国民健康保険事業

国民健康保険事業における、収入支出の状況は、次のグラフのとおりです。グラフからもわかるように、年々その額は増加の一途をたどっ

ています。平成１６年度までは、実質収支額が黒字であったため支払準備基金への積み立てを行っておりましたが、平成１７年度決算では赤

字となりその不足額を繰上充用金で補てんしました。このような状況の中、県下でも低率で設定されている保険税率の改正も視野に入れた

対応が必要と考えています。
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国民健康保険事業収支の状況

収入 3,755 3,818 3,959 4,223 4,505 4,515 4,848 5,006 5,297 

支出 3,632 3,737 3,866 4,086 4,361 4,439 4,797 4,917 5,328 

繰入金 449 705 571 562 636 703 608 703 788 
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330,480

静岡県平成１７年度国民健康保険事業状況より
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② 駐車場事業

駐車場事業における収入支出の状況は右のグラフのとおりです。この会計の対象駐車場７箇所については、現在、熱海市振興公社を指定

管理者として管理運営を行っています。なお、本会計は、平成１４年度より普通会計に算入されています。
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交通災害共済事業収支

収入

支出

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H1７

収入 336 279 494 280 102 87 91 110

110

85

支出 333 274 490 280 102 87 91 85

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H1７

収入 11 11 10 10 10 10 10 11

9

11

支出 10 11 10 10 10 9 8 8

（単位：百万円）

③ 交通災害共済事業

交通災害共済事業における収入支出の状況は右のグラフのとおりです。なお、この事業では、一般会計からの繰入金はありません。

本事業は、加入者等が交通事故にあった場合にその度合いによって、一定額の

見舞金を支給する制度で、平成１７年度の加入率は５９．３％、給付件数は１０６

件となっています。
（単位：百万円）
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公共用地先行取得事業収支

収入

支出

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H1７

収入 31 0 0 0 98 98 0 148

148

7

支出 31 0 0 0 98 98 0 7

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H1７

収入 53 51 53 58 65 63 64 62

支出 52 50 53 57 64 63 64 62 64

繰入金 17 15 18 15 17 13 13 13 15

65

④ 公共用地先行取得事業

公共用地先行取得事業における収入支出の状況は右のグラフのとおりです。平成１６年度１４８百万円の決算額については、中央保育園

改築のための用地先行取得です。本事業は、公共事業を進める上で必要不可欠な用地取得を先行して行うことにより、計画的かつ円滑な

な事業執行の実現のために行われるものです。
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（単位：百万円）

（単位：百万円）

⑤ 離島初島簡易水道事業

離島初島簡易水道事業における収入支出の状況は右のグラフのとおりです。水資源の少ない離島への生活用水の供給に貢献しています。



⑥ 老人保健医療事業

老人保健医療事業における、収入支出の状況は、次のグラフのとおりです。国民健康保険事業と同様に平成１７年度決算において赤字と

なり不足額は、繰上充用金で補てんしました。本市における老年人口（６５歳以上）割合は、３１．８％（平成１７国勢調査）であり、県下２３市

中その割合は最も高く、県下市平均２０．３％を大きく上回っています。

本事業については、平成２０年度から後期高齢者医療制度が創設されることにより廃止されます。
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老人保健医療事業収支

収入 4,705 4,790 5,407 5,152 5,443 5,399 5,668 5,447 5,403 

支出 4,650 4,865 5,425 5,183 5,406 5,429 5,645 5,488 5,416 

繰入金 280 282 311 273 281 283 318 343 366 
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静岡県平成１７年度老人医療事業年俸より

756,963
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31.8%

平成１７年総務省統計局「国勢調査」



⑦ 介護保険事業

介護保険事業における、収入支出の状況は、次のグラフのとおりです。

本事業は、平成１２年度より事業を開始していますが、その収支額は年々増加の傾向にあります。それにともない、一般会計からの繰入金

も増加しているのが現状です。この傾向は、要支援、要介護認定者の認定率の上昇が見込まれることから、引き続くものと思われます。また、

平成１７年度における要介護認定率は、１６．０％であり県下２３市中その率は最も大きいものとなっています。
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介護保険事業収支

収入 1,896 2,151 2,342 2,568 2,847 2,959 

支出 1,783 2,133 2,323 2,562 2,801 2,933 

繰入金 312 367 404 432 479 491 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

（
円

）

静
岡
市

浜
松
市

沼
津
市

熱
海
市

三
島
市

富
士
宮
市

伊
東
市

島
田
市

富
士
市

磐
田
市

焼
津
市

掛
川
市

藤
枝
市

御
殿
場
市

袋
井
市

下
田
市

裾
野
市

湖
西
市

伊
豆
市

御
前
崎
市

菊
川
市

伊
豆

の
国
市

牧
之
原
市

月額保険料（平成１８年度～平成２０年度）

3,480
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介護認定率16.0%

静岡県介護保険室平成１７年度介護保険事業状況報告書より
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初島漁業集落廃水処理事業収支

収入

支出

繰入金

区分 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H1７

収入 ー ー ー ー ー ー ー 41

支出 ー ー ー ー ー ー ー 41 221

繰入金 ー ー ー ー ー ー ー 3 14

225

⑧ 初島漁業集落排水処理事業（初島下水道処理事業）

初島下水道処理事業における収入支出の状況は右のグラフのとおりです。本事業は、離島における生活雑排水の海洋投棄が禁止される

ことを受け平成１６年度より事業を開始しており、平成１８年度より一部供用を開始し平成２１年度には全面供用を開始いたします。

（単位：百万円）



３．公営企業会計の財政状況３．公営企業会計の財政状況

① 水道事業

公営企業水道事業における、収入支出の状況は、次のとおりです。本市の水道事業は、明治４０年より事業開始しており、現在に至るま

でには全市配水管網の整備や断水による安定供給の不安解消のために、県営駿豆水道（県水）からの受水関連事業を行うなど様々な事業

実施により、市民生活の根幹を成す、水の安定供給を行ってきました。このような整備事業には多額の資金が投入され、平成１７年度末現

在の企業債残高は約２３億円となっており、また、営業活動及び施設整備にかかる現金不足は約１３億円にも上っております。

本事業の収益の根幹である水道料金については、市民生活への寄与を目的に昭和５６年以降料金値上げの改定は行われてきませんで

した。しかし、現状の財政状況から鑑み平成１９年より２７年ぶりの料金改定を実施いたしました。
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収益的収支

事業収益 2,181 2,131 2,078 2,038 1,970 1,922 1,840 1,844 1,845 

事業費用 2,095 2,149 2,123 2,053 2,042 1,920 1,890 1,892 1,854 
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資本的収支

資本的収入 192 398 315 522 495 467 208 270 208 

資本的支出 544 430 636 770 885 544 1,323 590 502 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【収益的収支】収入（収益）：収益的支出をまかなうための収入であり、主なものに水道料金があります。

支出（費用）：水道施設（浄水場や水道管）の維持管理費用（職員給与費や修繕費等）のほか、施設建設のために借りた資金

の利息（企業債利息）、施設の建設投資額を改修する費用（減価償却費）などがあります。

【資本的収支】収入：資本的支出をまかなうための収入であり、借入金である企業債などがあります。

支出：水道施設（浄水場や水道管）の建設や改良に要する費用（建設改良費）のほか、施設建設のために借りた資金の元金

返済（企業債償還金）などがあります。
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純損益の推移（水道事業）

純損益 70 0 -33 -31 -83 -8 -62 -56 -23 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
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不良債務の推移（水道事業）

不良債務 -75 176 121 148 -10 229 -612 -644 -630 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【企業債現在高】企業債現在高は、下グラフのとおりです。

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

（
百
万
円

）

企業債現在高（水道事業）

現在高 2,442 2,384 2,342 2,394 2,345 2,314 2,314 2,303 2,321 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【一般会計からの繰入金】一般会計からの繰入金は、下グラフ

のとおりです。
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一般会計からの繰入金（水道事業）

繰入額 179 208 204 123 165 129 61 21 15 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【純損益】純利益と純損失をあわせて純損益といいますが、純損
益は、経営活動による自己資本の増減を示します。純
利益は自己資本の増加、純損益は自己資本の減少に
なります。

【不良債務】資金的に当面の支払能力を超える債務で貸借対照
表日現在において、流動負債（未払金や一時借入
金）の額が流動資産（現金等）の額を超える額をいい
ます。これが発生しているということは、資金不足が
生じていることを意味します。



② 下水道事業

公営企業下水道事業における、収入支出の状況は、次のグラフのとおりです。本市の下水道事業は、昭和４０年に第１浄水管理センター、

昭和６０年に第２浄水管理センターの整備によって進められてきました。この整備によって、流入汚水量の増加や水質規制の強化への対応

を行ってきました、しかし、市の発展とともにこれらの整備では間に合わず、平成５年度から第２浄水管理センターを増設することで対応し、

この整備によって伊豆山地区、南熱海地区の汚水受け入れも可能となりました。このことにより平成１５年度からこの二地区での供用を開始

いたしました。また、泉地区では、昭和６１年に供用を開始していますが、汚水処理については、神奈川県湯河原町に処理委託しております。

このような事業展開により、平成１７年度末の普及率は、６３．３％、水洗化率は８１．７％となり、生活環境の改善や河川・海などの水質保

全など他都市と比較しても劣ることのない状況となっております。ただし、今までの事業展開に要した資金は膨大であり、平成１７年度末現

在の企業債残高は約１４０億円であり、営業活動や施設整備にかかる現金不足額は約３３億円にも上っております。
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収益的収支

事業収益 1,943 1,919 1,804 1,822 1,577 1,434 1,473 1,576 1,666 

事業費用 1,834 2,814 1,764 1,697 1,642 1,634 1,658 1,788 1,739 
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資本的収支

資本的収入 192 2,388 942 2,027 2,908 3,934 1,616 1,147 987 

資本的支出 544 1,692 1,445 2,914 3,797 3,770 3,893 2,379 1,635 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【収益的収支】収入（収益）：収益的支出をまかなうための収入であり、主なものに下水道料金があります。

支出（費用）：下水道施設（ポンプ場、処理場や下水管）の維持管理費用（職員給与費や修繕費等）のほか、施設建設のために

借りた資金の利息（企業債利息）、施設の建設投資額を改修する費用（減価償却費）などがあります。

【資本的収支】収入： 資本的支出をまかなうための収入であり、借入金である企業債などがあります。

支出：下水道施設（ポンプ場、処理場や水道管）の建設や改良に要する費用（建設改良費）のほか、施設建設のために借りた

資金の元金返済（企業債償還金）などがあります。



【純損益】純利益と純損失をあわせて純損益といいますが、純損
益は、経営活動による自己資本の増減を示します。純
利益は自己資本の増加、純損益は自己資本の減少に
なります。
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純損益の推移（下水道事業）

純損益 81 51 29 84 -130 -279 -225 -233 -90 
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不良債務の推移（下水道事業）

不良債務 -810 349 308 -24 -560 -167 -2,211 -3,100 -3,257 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【企業債現在高】企業債現在高は、下グラフのとおりです。
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企業債現在高（下水道事業）

現在高 13,226 12,875 12,482 12,651 13,304 14,223 14,334 14,162 13,957 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【一般会計からの繰入金】一般会計からの繰入金は、下グラフ

のとおりです。
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一般会計からの繰入金（下水道事業）

繰入額 692 688 544 621 419 401 381 452 420 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【不良債務】資金的に当面の支払能力を超える債務で貸借対照
表日現在において、流動負債（未払金や一時借入
金）の額が流動資産（現金等）の額を超える額をいい
ます。これが発生しているということは、資金不足が
生じていることを意味します。



③ 温泉事業

公営企業温泉事業における、収入支出の状況は、次のグラフのとおりです。本事業は、昭和１１年に町営温泉事業として認可を受け、昭

和１２年から市営温泉として現在まで事業運営を行っています。熱海市は温泉を最重要資源として発展を遂げたまちであり、市自らが温泉

事業を営むことにより、そのブランド力の重要性を示すことにつなげています。しかし、全国的に温泉事業を自治体で実施しているのは、本

市を含め４市であり、現在の財政状況を考慮すると、今後、民間による運営等について検討していくことも考えていかなければなりません。
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収益的収支

事業収益 494 481 504 467 487 471 469 470 459 

事業費用 514 487 485 481 486 470 453 448 454 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17
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資本的収支

資本的収入 171 213 211 194 219 85 65 92 104 

資本的支出 266 339 346 347 338 198 513 239 246 
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【収益的収支】収入（収益）：収益的支出をまかなうための収入であり、主なものに温泉料金があります。

支出（費用）：温泉施設の維持管理費用（職員給与費や修繕費等）のほか、施設建設のために 借りた資金の利息（企業債利

息）、施設の建設投資額を改修する費用（減価償却費）などがあります。

【資本的収支】収入：資本的支出をまかなうための収入であり、借入金である企業債などがあります。

支出：温泉施設の建設や改良に要する費用（建設改良費）のほか、施設建設のために借りた資金の元金返済（企業債償還金）

などがあります。



【純損益】純利益と純損失をあわせて純損益といいますが、純損
益は、経営活動による自己資本の増減を示します。純
利益は自己資本の増加、純損益は自己資本の減少に
なります。
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純損益の推移（温泉事業）

純損益 -25 -12 13 -20 -1 -3 12 16 0 
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不良債務の推移（温泉事業）

不良債務 63 96 102 56 72 91 -212 -204 -197 
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【企業債現在高】企業債現在高は、下グラフのとおりです。
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企業債現在高（温泉事業）

現在高 642 653 656 630 581 531 504 508 538 
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【一般会計からの繰入金】一般会計からの繰入金は、下グラフ

のとおりです。
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一般会計からの繰入金（温泉事業）

繰入額 27 32 31 39 84 55 27 17 12 

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17

【不良債務】資金的に当面の支払能力を超える債務で貸借対照
表日現在において、流動負債（未払金や一時借入
金）の額が流動資産（現金等）の額を超える額をいい
ます。これが発生しているということは、資金不足が
生じていることを意味します。



４．市債残高の状況４．市債残高の状況
各会計における平成９年度末から平成１７年度末における市債残高は次のとおりとなっています。

（単位：百万円）

会計別 平成９年度 １０年度 １１年度 １２年度 １３年度 １４年度 １５年度 １６年度 １７年度

一般会計 17,994 20,210 21,392 21,493 21,177 20,753 20,637 20,383 19,761

駐車場事業 812 758 845 790 736 682 622 561 501

公共用地先行取得事業 ー ー ー ー 97 ー ー 148 143

離島初島簡易水道事業 162 153 145 135 124 112 100 86 71

初島下水道処理事業 ー ー ー ー ー ー ー 7 76

水道事業 2,442 2,384 2,342 2,394 2,345 2,314 2,314 2,303 2,321

下水道事業 13,226 12,875 12,482 12,651 13,304 14,233 14,334 14,162 13,957

温泉事業 642 653 656 630 581 531 504 508 538

合 計 35,278 37,033 37,862 38,093 38,364 38,625 38,511 38,158 37,368
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市債残高の状況

温泉事業

下水道事業

水道事業

初島下水道処理事業

離島初島簡易水道事業

公共用地先行取得事業

駐車場事業
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